
 年  月  日 

大河原町長 様 

 住   所 

 会 社 名 

 代表者職氏名              印 

公募型プロポーザル参加表明書 

   年  月  日付けで公告のあった、下記の事業に係るプロポーザル方式による提案

書の募集について参加したいので、本書及び下記の添付書類を添えて申請します。 

なお、本書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

記 

１．業 務 名  おおがわら千本桜スポーツパークにおける賑わい交流拠点施設整備・運営

に係る官民連携手法導入可能性調査 

２．添付書類 

（１）会社概要書（様式第２号） 

（２）業務実績調書（様式第３号） 

（３）業務実施体制（様式第４号） 

（４）配置予定技術者調書（管理技術者）（様式第５号） 

（５）配置予定技術者調書（主担当技術者）（様式第５号） 

（６）誓約書（様式第６号） 

３．担 当 者  

（１） 所 属： 

（２） 氏 名： 

（３） 電 話： 

（４） ＦＡＸ： 

（５） E-mail： 

（様式第１号） 



会 社 概 要 書 

※令和５年４月１日時点で記入してください。 

※資格別技術者数は、本事業で要求する資格者について記入してください。 

※複数の資格を有する有資格者は、各資格者欄に人数を記入してください。 

会 社 名  

代 表 者 氏 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

本 社 所 在 地  

会 社 設 立 年 月  

資 本 金  

事 業 所 数  

株 式 上 場 の 有 無 有  （   部上場）  ・  なし 

従 業 員 数 

 従業員数 内正規従業員数 

事務系 名 名

技術系 名 名

その他 名 名

合計 名 名

資格別技術者数 

 資格名 有資格者数 

財務関係 
名

名

法律関係 
名

名

建築関係 
名

名

その他 
名

名

（様式第２号） 



業務実績調書 

・法人として２０１３年４月１日以降に契約した本件と類似する業務（完了済）について、 

その概要を代表的なものから順に記載してください。 

・契約実績の掲載件数は５件以内とします。必要に応じて記載欄を増減し、２ページ以内に  

まとめてください。 

１

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額           円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

２

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額           円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

３

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額           円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

（様式第３号） 



４

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額           円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

５

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額           円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

※この書類に記載した契約について、契約書の写し、または、テクリスを添付してください。

契約書の写しは、件名、契約金額、契約当事者名が表記されている部分のみ、契約案件ごとに

１部提出してください。

※行数・行間隔の変更や注釈文を削除しても構いませんが、２ページに収めてください。



業務実施体制

・本業務の履行に際して、遂行する実施体制を１ページで記載してください。

【業務体制】

（様式第４号） 



配置予定技術者調書（管理技術者）

１

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額     円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

その他
（特記事項等）

２

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額     円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

その他
（特記事項等）

３

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額     円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

その他
（特記事項等）

※本件と類似する業務（完了済）に携わった実績を、３件まで記載してください。

※上部に保有している資格を記載してください。

※行数・行間隔の変更や注釈文を削除しても構いませんが、１ページに収めてください。

氏 名 生年月日 年  月  日

保有資格名

取得年月日 年  月  日

取得年月日 年  月  日

取得年月日 年  月  日

（様式第５号） 



配置予定技術者調書（主担当技術者）

１

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額     円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

その他
（特記事項等）

２

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額     円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

その他
（特記事項等）

３

発注機関 契約締結日 年  月  日

契約件名

契約の概要

最終契約金額     円

契約期間又は
履行期限

年  月  日 ～    年  月  日

その他
（特記事項等）

※本件と類似する業務（完了済）に携わった実績を、３件まで記載してください。

※上部に保有している資格を記載してください。

※行数・行間隔の変更や注釈文を削除しても構いませんが、１ページに収めてください。

氏 名 生年月日 年  月  日

保有資格名

取得年月日 年  月  日

取得年月日 年  月  日

取得年月日 年  月  日

（様式第５号） 



誓  約  書

  年  月  日

大河原町長 齋  清 志 殿

（事業者）

住 所

名 称

代表者氏名 

おおがわら千本桜スポーツパークにおける賑わい交流拠点施設整備・運営に係る官民連

携手法導入可能性調査の事業者公募における関係書類の提出に当り、下記の事項に該当し

ていない者であることを誓約します。

記

(1) 参加申込書提出の日から契約締結までの間において、大河原町建設工事入札参加登録 

業者等指名停止要領(平成 27年７月 28日訓令第７号)に基づく指名停止中の者。 

(2) 大河原町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成 20 年 10 月 24 日告示 

第 80 号）に該当する者。 

(3) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第 167 条の４第１項の規定に該当する者。 

(4) 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は前６ヶ月以内 

に手形もしくは小切手の不渡りを出した者。 

(5) 会社更生法の規程により、更生手続開始の申し立てをしている者。 

(6) 民事再生法の規程により、再生手続開始の申し立てをしている者。 

(7) 国税及び地方税を滞納している者。

（様式第６号） 



質 問 書
    年     月     日 

「おおがわら千本桜スポーツパークにおける賑わい交流拠点施設整備・運営に係る官民

連携手法導入可能性調査公募型プロポーザル実施要領」について、以下のとおり質問し 

ます。 

参加者名  質問番号

担 当 者

企業名  

(ふりがな) 
氏 名 

所 属  

電話番号  所在地  

FAX 番号  E-mail  

質問事項

（１）質問は、簡潔かつ具体的に記載してください。 
（２）質問事項は、様式１枚につき１件にしてください。 
（３）質問が複数あるときは、様式を複写し、質問番号に通し番号を記入して送付して 

ください。 

（様式第７号） 



    年  月  日 

大河原町長 様 

 住   所 

 会 社 名 

 代表者職氏名               印 

参加辞退届 

     年    月    日付けで公告のあった、下記の事業に係るプロポーザル方式による

募集について参加を表明しましたが、辞退します。 

記 

１．業 務 名  おおがわら千本桜スポーツパークにおける賑わい交流拠点施設整備・

運営に係る官民連携手法導入可能性調査 

（様式第８号） 



企画提案書

業 務 名：おおがわら千本桜スポーツパークにおける賑わい交流拠点施設整備・

運営に係る官民連携手法導入可能性調査

標記事業について、企画提案書を提出します。

  年   月  日

大河原町長 様

（提出者）  住   所               

 電 話 番 号               

 会 社 名               

 代 表 者  印

（担当者） 担 当 部 署               

   氏   名     

    電 話 番 号  

     Ｆ Ａ Ｘ

E - m a i l      
（添付書類） 

・次の①～⑧の項目順で項目名を記載の上、内容を記載すること。 

①業務実施方針 

②業務工程 

③事業手法の検討に関する提案 

④民間事業者参画意向調査の実施に関する提案 

⑤経済性の検討に関する提案 

⑥事業スキームの選定と課題・スケジュールの整理に関する提案 

⑦その他独自の提案 

⑧価格提案書（参考見積） 

※目次を記載すること。 

※８ページ以内（表紙・目次を除く）とすること。 

※Ａ４判（様式自由・両面・カラー可）とすること。 

※グラフや図表等を活用し、要点をわかりやすく簡潔に記載すること。 

（様式第９号） 


